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各社の考え⽅

① 算定を⾏う
背景・⽬的

 当社事業からのGHG排出量の内、⾃社の⽣産・物流の占める⽐率が約5%、購⼊先様の排出
が15%、商品使⽤時が80%と試算され、事業活動全体のGHG排出量を削減するためには、⾃
社部分だけでなく、購⼊先様や物流パートナー様等と連携することが重要であると認識しているた
め。

② 算定結果の
活⽤⽅法

 当社事業におけるGHG排出のホットスポット把握
 サスティナビリティレポートでの情報開⽰や、評価機関・投資家からの要請への対応等

③ 算定のメリット  ⾃社のGHG排出の特徴を把握し、重点的に排出削減活動を進める対象を設定することができる
こと

④ 社内の
算定体制

 製造事業場、調達部⾨（カテゴリ1）、物流部⾨（カテゴリ4）、⼈事部⾨（カテゴリ7）などか
ら活動量データを⼊⼿し、環境部⾨が全体の取りまとめを⾏う
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2
各社の考え⽅

⑤ サプライチェーン
排出量の削減に
向けて

 2009年度より、購⼊先様とともにECO-VC活動に取り組んでいる。この活動は、当社と購⼊先様
が協働して当社商品や購⼊先様の環境負荷削減と商品⼒強化・合理化成果獲得の両⽴を⽬
指す活動である。当初は⽇本中⼼だったが、2012年度より中国や他のアジア地域での活動を本
格化させ、2014年度にはグローバルでの活動に拡⼤。優秀事例は表彰するとともに、購⼊先様と
共有し、今後の活動の参考にしていただく。

 商品使⽤時の削減量については、基準年から省エネ性能の改善がないと仮定した場合の想定排
出量からの差分を削減貢献量として算定している

 グリーン調達基準書の中で、購⼊先様にGHG削減の取組みを要請する項⽬を掲載

⑥ サプライチェーン
排出量算定の
課題

 算定に係る⼯数負荷の削減
 再⽣可能エネルギー導⼊等による排出削減量の盛り込みが望まれる

⑦ その他
（任意）

 スコープ1、スコープ2、カテゴリ4（⽇本国内分）、カテゴリ11の排出量について、第三者保証を
取得している
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3
カテゴリ

算定⽅法 ※算定対象期間 ︓ 2019年 4⽉ 〜 2020年 3⽉
活動量 原単位

カテゴリ1「購⼊した製品・サービス」  原材料・資材の調達量（⾦額及び物量ベース）

 サプライチェーンを通じた組織の温室
効果ガス排出等の 算定のための排
出原単位データベース

カテゴリ2「資本財」  設備投資⾦額
カテゴリ3「Scope1,2に含まれない燃
料及びエネルギー活動」

 エネルギー種類別使⽤量

カテゴリ4「輸送、配送（上流）」  省エネ法の定期報告書における出荷輸送分
カテゴリ5「事業から出る廃棄物」  種類別の廃棄物重量
カテゴリ6「出張」  出張旅費⾦額

カテゴリ7「雇⽤者の通勤」  通勤交通費⽀給額

カテゴリ8「リース資産（上流）」  リース資産で使⽤したエネルギー使⽤量

カテゴリ9「輸送、配送（下流）」  輸送重量および距離

カテゴリ10「販売した製品の加⼯」  －  －

カテゴリ11「販売した製品の使⽤」  消費電⼒量、寿命、販売台数  社内で運⽤している地域別原単位
カテゴリ12「販売した製品の廃棄」  製品重量  サプライチェーンを通じた組織の温室

効果ガス排出等の 算定のための排
出原単位データベース

カテゴリ13「リース資産（下流）」  －  －
カテゴリ14「フランチャイズ」  －  －
カテゴリ15「投資」  －  －
「その他」  －  －
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算定結果

 サプライチェーン排出量

パナソニック株式会社

カテゴリ 2019年度排出量
（万トン）

スコープ1 39
スコープ2 193

ス
コ
␗
プ
3

1 購⼊した製品・サービス 1,805
2 資本財 72
3 スコープ1,2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動 24
4 輸送、配送（上流） 86.6
5 事業から出る廃棄物 1.6
6 出張 2.2
7 雇⽤者の通勤 3.0
8 リース資産（上流） 1.5
9 輸送、配送（下流） 2.0
10 販売した製品の加⼯ -
11 販売した製品の使⽤ 8,313
12 販売した製品の廃棄 118
13 リース資産（下流） -
14 フランチャイズ -
15 投資 -
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